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クラスターの効果と実態 

－うつくしま次世代医療産業集積プロジェクトに視点を当てて－ 

酒井 彩那 

1. クラスターとは 

1.1 はじめに 

内閣府（2016）によると，日本では経済の好循環を

持続的な成長路線に結びつけ，「戦後最大の名目

GDP600 兆円」の実現を目指している．これを実現する

ために，企業は設備や人材への積極的な投資を行い，

イノベーションを推進することが期待されている．商工

総合研究所（2012）は，イノベーションの創出と地域と

の関係に着目し，地域における産業の生産性を高め

る手段として，クラスターの効果に言及している． 

 ポーター（1999）によると，クラスターとは，「特定分野

における関連企業，専門性の高い供給業者，サービ

ス業者，関連業界に属する企業，関連機関（大学，規

格団体，業界団体など）が地理的に集中し，競争しつ

つ協力している状態」を指す． 

 

1.2 日本と世界のクラスターの事例 

 日本では，これまで経済産業省が主導した「産業クラ

スター計画」と，文部科学省が主導した「知的クラスタ

ー創生事業」の 2つが実施され，それぞれの事業で多

くの地域がクラスターを形成し，産業の活性化を図っ

てきた． 

 しかし，2009 年に民主党政権の事業仕分けにより，

「知的クラスター創生事業」は廃止，「産業クラスター計

画」も国の予算が投入されなくなり，現在は各自治体を

中心にクラスターを推進している． 

 他方，世界のクラスターについて見ると，アメリカのシ

リコンバレーは，ITのクラスターとして有名である．石倉

他（2002）では，1939 年にヒューレット・パッカード社設

立以降，70 年のゼロックスのパロアルト研究所設立が

契機となり，現在では Apple や Googleなどが本拠地と

している． 

 ヨーロッパにおいては，ドイツのミュンヘン郊外がバイ

オの集積地としてジーンバレーと呼ばれている．1985

年に州と地域間で設立した BioM株式会社は，産学官

連携により，5 年間で 100 以上のバイオベンチャーを

育てた実績を持つ（ibid.）． 

 

1.3 うつくしま次世代医療産業集積プロジェクトとは 

福島県は，製造品出荷額東北一位，医療機器生産

金額全国三位，医療機器受託生産金額全国一位と全

国でも有数の医療機器産業が集積し，2005 年から「う

つくしま次世代医療産業集積プロジェクト」（以下ふくし

ま医療産業クラスター）を実施している．東日本大震災

以降は，「福島県復興計画」の重点プロジェクトの一つ

として位置づけられている． 

 これに対して文部科学省（2014）は，「地域の仕組み

がある程度構築され，参画企業から実用化モデルが

販売されるなど，地域の取り組みの成果が出ている」と

評価する一方，改善すべき点として，「取り組みの主体

が自治体，地域内に事業所を有するグローバル企業

に偏っているため，ヒト，モノ，カネを集める仕組みに

弱さがあること，地域イノベーションを創出するための

連携体制が必要である」と指摘している． 

 

2. 先行研究 

猪原・大矢（2012）は，青森県内の取引，連携環境

の実態から，仕入先事業所の供給比率が上昇すると，

近接性の効果から事業所の生産性が上昇することを

明らかにしている． 

長村（2013）では，北海道のワイン・クラスター形成を

対象に，地理的近接性に基づく諸関係を強化する仕

組みが，クラスター形成において重要であると結論付

けている． 

さらに，伊藤（2014）では，沖縄のクラスターの現状

からクラスターの形成には，人材確保が重要とし，積
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極的な広報戦略が求められるとしている． 

また，佐藤（2014）は，国内の地域産業集積は，イノ

ベーション創出環境へ転換しつつあるという結論を導

いている． 

 

3. 本研究の目的 

 先行研究では，各クラスターの現状や実態は調査さ

れているものの，クラスター間の比較分析はされていな

い．そこで本研究ではクラスター内の密度と経済的パ

フォーマンスの関係性について明らかにする． 

次に，ふくしま医療産業クラスターにおける産学官

連携の実態とその効果について明らかにする．上述し

たように文部科学省は，クラスター全体に対する評価

をしているものの，ふくしま医療産業クラスターに加入

している企業の実態についてはまだ明らかになっては

いない． 

 

4. 全国のクラスター分析 

4.1 調査の概要 

 クラスター内の密度が製造品出荷額と付加価値増加

率に影響しているかどうかを探る．密度の測定に関し

て，クラスターによっては自治体を越えて形成されてい

るものがあるため，一律に自治体の面積を引用するこ

とは適当ではない．そこで，本研究では，各クラスター

の中核となる機関とメンバー企業との立地距離を計測

し，その平均距離を尺度として利用する． 

 データ：経済産業省（2012，2014）から製造品出荷額，

付加価値増加額を求め，クラスターが存在す

る自治体の 3 年間の増加率を計算する． 

調査対象：全国のクラスターの中で加入する企業名が 

HP に明記されている 3 箇所 

ふくしま医療産業集積クラスター61 社 

浜松・東三河オプトロニクスクラスター28 社 

NPO 諏訪圏ものづくり推進機構 241 社 

 

4.2 結果 

 

                                                   
1 東北の中では，いわき市は 1 位，郡山市は 2 位，福島市は 3 位，会津若松市は 12位である． 

図表１ 平均距離と製造品出荷額増加率の関係 

 

 

図表２ 平均距離と付加価値増加率の関係 

 

 製造品出荷額，付加価値増加率ともに，統計的に高

度に有意となる直線回帰性が認められ，平均距離が

大きくなるほど，増加率が高い． 

 

4.3 考察 

先行研究から，当初，平均距離が近いほど増加率

が高いと予測していた．しかし，実際には平均距離と

製造品出荷額増加率，付加価値増加率は正の相関

が認められた．ただしサンプル数が限られているため，

この結果を持って近距離の方が経済的パフォーマンス

に与える影響が小さいとは一概には言えない．しかし，

シリコンバレーは東京都の 2.2 倍の面積があるように，

クラスター内の密度が経済的パフォーマンスに直結す

るという見方は，注意すべきである． 

 

5. ふくしま医療産業クラスター分析 

5.1 調査の概要 

 ふくしま医療産業クラスターで，製造品出荷額が上

位 4市1のいわき市，郡山市，福島市,会津若松市に立

地する企業を対象に，クラスターの効果と連携の実態
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を明らかにする． 

 

5.2 調査方法 

「クラスター内の主要な取引先」「クラスターを促進

する上での問題点」などについて，対象 4 市に立地

する企業 61 社にアンケート調査を行った． 

 調査期間：2016 年 12 月 5日～12 月 22 日 

 調査対象：うつくしま次世代医療産業集積プロジェ  

クト HP に掲載されているいわき市，郡山市，福島 

市，会津若松市に立地する企業 61 社 

 調査手法：郵送による調査票調査 

 有効回答数：16 社（回答率 26％） 

 

5.3 結果 

5.3.1 クラスター参加年と加入理由 

 クラスターに参加した年と加入理由は以下の通りであ

る． 

 

クラスター加入年は，発足当時に比べ，2012年以降

に加入している企業が多い．加入理由は，医療産業

への参入，新製品の研究開発，連携促進などであっ

た． 

 

5.3.2 クラスター参加による民間企業，大学，公的

研究機関との技術連携状況 

図表３ クラスター参加による技術連携状況 

 

技術連携状況は，「多少取り組んでいる」，「頻繁に

取り組んでいる」企業が全体の 47%，「あまり取り組んで

いない」，「取り組んでいない」企業が全体の 53%で，取

り組んでいない企業の割合が半数以上である． 

図表４ 参加以前と以降の主要な取引先 

 

 また，クラスター参加以前と以降の取引先は，以前も

以降も県内企業が 29%，以前は県外企業で以降は県

内企業が 6%，以前も以降も県外企業が 65%となってお

り，参加以前と以降で取引先に大きな変化がないこと

が分かる． 

 

5.3.3 売上高，利益，雇用，技術力，知名度，物流

コストの変化状況 

 クラスターを通しての各項目の変化を，5 段階評価に

よるポイント制にして分析した．「減少した」を 1 ポイント，

「やや減少した」が 2ポイント，「変わらない」が 3ポイン

ト，「やや増加した」が 4 ポイント，「増加した」を 5 ポイ

ントとし，技術連携に取り組んでいる企業と取り組んで

いない企業，全体平均で比較した． 

 

図表５ クラスターを通しての変化状況 

 

 その結果，ふくしま医療産業クラスターで技術連携

に取り組んでいる企業は，取り組んでいない企業に比

べてすべての項目で増加している． 

加入年
2005
2005
2009
2009
2010
2012
2012
2013
2013

2014

2014
2015

医療産業に参入する為

加入理由
これ以前から産学連携を行っていた

自社製品としての医療機器の開発の検討

新規分野に参入したい為

当社の新ビジネスとして医療機器の設計開発を検討する為

業務拡大

発足の目的へ賛同、拡販

受注品の拡大と各企業との連携

インキュベーションルームにいるため

商工会議所公報にて知った。
新しい商品開発につなげたい。

医療機器開発業務の拡大のため。

福祉機器を前提とした研究開発
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5.3.4 クラスターを推進する上での問題点 

図表６ クラスターを推進する上での問題点 

 

「成果が出るまでに時間がかかる」と答えた企業が

40%と最も多かった．次いで「自社の業績向上につなが

らない」が 20%，「成果以上に自社負担が大きい」が

13%となっている．これは，プロジェクト参加以前と以降

で特許取得件数が変わらないと答えた企業が多いこと

からも，具体的な成果が出るまでに時間がかかること

がうかがえる． 

 

5.3.5 クラスターに対する意見 

 その他，「さまざまな方面のプロが多いため知識と知

恵があり，勉強になる」，「すぐには業績にはつながら

ないが根気がいる」，「知名度も上がり自社関連会社に

もいい影響が出た」，とクラスターに前向きな回答があ

る一方，「結果，成果は出ていないが，広報はできるも

のからやっている」「売る会社がほしい」など，今後に向

けた課題もあがっている． 

 

5.4 考察 

 ふくしま医療産業クラスター分析では，技術連携に

取り組んでいる企業ほど，売上高や利益，知名度の増

加につながっていることがわかった．しかし，雇用に関

しては，クラスターに加入してもあまり変化がないことが

明らかとなった．この結果については，クラスター内で

効率的な分業体制が整い，従業員を必要としない企

業が増加しているからではないかと考えられる．また，

医療という専門知識が必要な産業のため，一般従事

者の需要が少ないこと，先端技術を活用する資本集

約的な産業であることが要因ではないだろうか． 

 

6 まとめと今後の課題 

今回の研究では，全国のクラスター分析とふくしま医

療産業クラスター分析ともに近接性による効果は確認で

きなかった．サンプル数が不十分であることが一因であ

る．ふくしま医療産業クラスターには，144 社が加入して

いることから今後は福島県全体に広げ，クラスターの実

態を明らかにすることが，検討課題である． 
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